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工業用水道事業の経営基盤強化等に向けたワーキンググループの概要

• 経済産業省では、産業構造審議会地域経済産業分科会工業用水道政策小委員会において、今後の

工業用水道政策の方向性について継続的に検討を行ってきたが、第16回工業用水道政策小委員会の

審議結果を踏まえ、将来にわたる工業用水道事業のサステナビリティ確保に向けた今後の方策について

検討を行うワーキンググループを小委員会の下に立ち上げた。

• 当該ワーキンググループでは、主に、今後大量に見込まれる更新・強靱化を着実に実施するための工業用

水道事業者に策定を促す計画内容及び実効性を持たせるための仕組み、外部環境変化を踏まえた工

業用水道事業の経営のあり方（今後の水需要の見込み方等）について検討を行った。

スケジュールとアジェンダ

第1回
9月6日（金）
10:00～12:00

・ 工業用水道事業の現状把握等について

第2回
11月1日（金）
15:00～17:00

・ サステナブルな工業用水道事業の実現に向けた具体的な方向性等について

第3回
12月4日（水）
10:00～12:00

・ 今までの議論を踏まえた対応策について

第4回
12月20日（金）
16:00～18:00

・ 工業用水道事業の経営基盤強化等に向けたとりまとめ（案）

〈工業用水道事業の経営基盤強化等に向けたワーキンググループ ＨＰ〉
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiiki_keizai/kogyoyo_suido/management_foundation_wg/index.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/chiiki_keizai/kogyoyo_suido/management_foundation_wg/index.html
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ワーキンググループ委員・オブザーバー

区分 氏名 所属

◎１ 臨時委員 長岡 裕 東京都市大学建築都市デザイン学部都市工学科教授

２ 臨時委員 江夏 あかね 株式会社野村資本市場研究所野村サステナビリティ研究センター長

３ 臨時委員 河﨑 雅行 日本製紙連合会常務理事

４ 臨時委員 齊藤 由里恵 中京大学経済学部准教授

５ 臨時委員 柴田 龍次 住友化学株式会社エッセンシャル＆グリーンマテリアルズ業務室シニアアドバイザー

６ 臨時委員 田丸 博夫 一般社団法人日本鉄鋼連盟総務部長

７ 臨時委員 常峰 和子 有限責任監査法人トーマツ監査・保証事業本部パブリックセクター・ヘルスケア事業部パートナー

８ 臨時委員 宮川 暁世 株式会社日本政策投資銀行 産業調査部長兼地域調査部担当部長

９ 臨時委員 山口 直也 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授

10 オブザーバー 草野 雄一 福島県企業局工業用水道課長

11 オブザーバー 坂野 宏 愛知県企業庁水道部長

12 オブザーバー 有田 知浩 滋賀県企業庁経営課長

13 オブザーバー 飯塚 拓英 島根県企業局施設課長寿命化スタッフ課長補佐

14 オブザーバー 池田 有士 島根県企業局経営課経営企画スタッフ課長補佐

15 オブザーバー 石田 渉 総務省自治財政局公営企業経営室課長補佐

16 オブザーバー 高田 浩幸 一般社団法人日本工業用水協会専務理事

※「◎」は、座長。



２．工業用水道事業の現状把握について
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１．施設の老朽化対策や強靱化に向けた対応
ー 工業用水道施設の建設着工数の推移と老朽化の進行

• 工業用水道は、高度成長期に顕著となった地下水の汲上による地盤沈下等を防止するための代替水供

給手段として、また、均衡ある国土開発や工業の再配置等の一翼を担う重要な産業インフラとして、その整

備が推進されてきた。

• 既に耐用年数を超えた工業用水道施設についての更新が十分に進んでいない中、今後は、より多くの工

業用水道施設が、順次、耐用年数を超えて老朽化していく。

工業用水道施設の建設着工数の推移
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14

「工業用水道事業法」制定
（1958年度）

着工から40年経つ
工業用水道施設

第15回工水小委 資料2抜粋
（令和6年3月13日開催)

（注）例えば、建築施設の法定耐用年数は50年、土木施設の法定耐用年数は60年、管路の法定耐用年数は40年。
（出所）総務省「地方公営企業年鑑」を基に作成。
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１．施設の老朽化対策や強靱化に向けた対応
ー 管路の老朽化の進行状況

（出所）（左図）総務省「地方公営企業年鑑」を基に作成。
（右図）工業用水道事業者を対象としたアンケート（2023年12月）を基に作成。（2023年3月31日時点の管路総延長と30年後までの法定耐用年数を経過した管路延長を回答した

163事業の回答を集計。）

• 法定耐用年数（40年）を超えた管路の割合は足下で約50%。上水道と比較して高く推移。

• 加えて、各工業用水道事業者が策定している計画に基づき順調に更新・耐震化工事が行われたとしても、

30年後には70％以上の管路が法定耐用年数を超えるものと想定される。

法定耐用年数を超えた管路の割合 今後法定耐用年数を超える管路の割合（老朽化率）
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１．施設の老朽化対策や強靱化に向けた対応
ー 今後必要となる投資額

• 過去10年間の工業用水道事業における年間平均投資額は約500億円であるのに対し、一定の前提を

もとに試算を行うと、足下から2050年度までに更新のために必要となる年間平均投資額は約1,000億

円と増加。

• 更新投資の大幅な拡大がなければ、老朽化への対応や強靱化対応は進まず、低廉かつ安定的な工業

用水の供給を将来に亘り継続することは困難となる。

（注）2009年度工業用水道事業調査「工業用水道施設更新検討調査」における更新費用の推計方法（標準ケース）による試算。2021年度までは実績値、2022年度以降は推計値。実績値はデフレート後の建設改良費。
推計値は、建設改良費に占める更新対象施設資産額の比率を0.9、耐用年数を55年、建設改良費に対する平均施設再整備費比率を1.17と仮定。

（出所）総務省「地方公営企業年鑑」、国土交通省「建設工事費デフレータ（2015年基準）」を基に作成。
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第15回工水小委 資料2抜粋
（令和6年3月13日開催)

9



２．工業用水道事業を取り巻く環境の変化
ー 工業用水需要の変化

（注）1997年度の現在給水能力、契約水量、平均実給水量を100とし、指数化した数値。
（出所）工業用水道事業法に基づく報告(毎年度３月末時点の数値を翌年度７月末までに報告)を基に作成。（工業用水道事業法に基づいて、全ての工業用水道事業者が経済産業省に報告するもの。

232事業の報告から作成。）

• 産業構造の変化を一因として、工業用水の需要は減少傾向（2022年度における契約水量、平均実

給水量はそれぞれ1997年度比で約13％、約18％減）にあり、今後もそのトレンドは続いていくと考えら

れる。

• 一方で、現在給水能力はほぼ横ばい（1997年度比で約4%減）で推移。
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第15回工水小委 資料2抜粋
（令和6年3月13日開催)
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料金収入・実給水量の状況

• 過去10年間で見ると、料金収入及び契約水量はともに減少傾向。

（注）料金収入とは、公営企業年鑑上の給水収益を指す。
（出所）料金収入（注）は総務省｢地方公営企業年鑑｣、契約水量は工業用水道事業法に基づく報告を基に作成。
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第1回工水ＷＧ 資料3抜粋
（令和6年9月6日開催)
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工業用水道事業における費用

• 工業用水道事業における費用を見ると、固定費（職員給与費・減価償却費・修繕費）の割合が約

60%と、固定費高型の構造。

• また、動力費・委託料などの変動費についてもここ数年で増加しており、総費用も増加傾向にある。

（出所）総務省｢地方公営企業年鑑｣を基に作成。
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第１回工水ＷＧ 資料3抜粋
（令和6年9月6日開催)



流動資産

20%

固定資産

80%

資本

57%

繰延収益

17%

負債

26%

工業用水道事業の経営状況（B/S）

（出所）総務省｢令和4年度 地方公営企業年鑑｣を基に作成。

• 工業用水道事業は装置産業であることから、貸借対照表上では、固定資産が80%と高い割合を占めて

いる。施設を多く抱える工業用水道事業者だからこそ、更新のタイミングで今後の水需要の見込みに基づ

いて抱える施設規模を見直し、規模の適正化を図っていく必要があるのではないか。

貸借対照表（B/S）

13

固定資産
1,592,672,708

償却資産
2,227,199,464

減価償却累計額（△）
△1,362,392,998

流動資産
386,033,253

固定負債
434,824,912

流動負債
81,179,499

繰延収益
343,438,127

長期前受金
830,948,388

長期前受金収益化累計（△）
△488,051,939

資本
1,119,263,423

【単位：千円】

第１回工水ＷＧ 資料3抜粋
（令和6年9月6日開催)
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工業用水道事業における現状の施設規模の考え方

施設規模

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

契約水量

実給水量

撤退等により発生した未売水
（企業誘致に向けて確保）

災害・急な需要増に備えた予備分 撤退時の
負担の考え方

契約水量と
実給水量の乖離

第2回工水ＷＧ 資料2抜粋
（令和6年11月1日開催)
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建設から更新にかかるまでの施設規模にかかる検討フロー図
①工業用水道施設の建設

②ユーザーの撤退等による余剰の発生

③余剰分の企業誘致活動

次の
更新へ

④ユーザーの撤退や今後の需要を
踏まえた施設規模の適正化

⑤企業が立地し、従来の施設規模分
 の需要を確保し、更新を実施

契約水量が見込みと異なっ
ていた、ユーザーの撤退等に
より、施設規模に対する余剰
分が生まれる

余剰の施設規模分について、
そのギャップを埋めるべく企業誘
致活動を行う

施設規模

従来の
施設規模を保持

ユーザーの想定水量を踏ま
えて施設規模を決定

⑥新規誘致分を確保しながら
   更新を実施

更新のタイミングで
契約水量の見直しと

あわせた施設規模の精査を実施

実際の使用水量にかかわらず、事業者（管理者）が 承認した水量（契約水量）から料金を計算する料金体系であり、工業用水
道事業の約8割が導入している。

責任水量制

第2回工水ＷＧ 資料2抜粋
（令和6年11月1日開催)



3．検討課題への対応について
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各論点と対応策

① 契約水量・施設規模の見直し

✓ 以下のとおり更新・耐震・アセットマネジメント指針の改訂を行う。

（改訂項目：今後の水需要の見通し）
 必要に応じた施設規模の検討を行うものとするが、特に本格的な更新時には、将来の水需要の見込みを踏まえた施設
規模の検討を行うにあたって、現状及び将来における既存ユーザーの契約水量と実給水量に乖離がある場合は、契
約水量の見直しもあわせて検討を行うものとする。
（※）ただし、契約水量の見直しについては、工業用水道事業者が経営改善に向けた取組を行ったうえでもなお、工

業用水道事業の経営に大きな影響を与え得る場合があることに留意。

② 新規立地を見据えた工業用水道事業者と商工部局等とのコミュニケーション

✓工業用水道事業者及び商工部局等に対して、以下の内容を働きかけるべく、通知を発出する。

（通知内容）
 工業用水道事業者が将来の水需要や施設規模を見込む際、過剰投資とならないように商工部局等とコミュニケーショ
ンをとり、商工部局等が示すそれらに関する今後の企業誘致の見通しを考慮した上で検討したものとすること。その上
で、企業誘致の見通しと実態が大きく乖離し、回収が見込めない費用の取扱いについては、商工部局等と十分に協
議を行うこと。

③ 既存ユーザー撤退への対応

✓以下のとおり料金算定要領の改訂を行う。

（改訂項目：撤退負担金の追加）
 撤退負担金は、需要者の撤退等による契約解除に伴う契約水量の減量に際し、当該需要者から徴収するものである。
その額は、現行料金の前提となっている費用及び算定期間に応じて、工業用水道事業者が当該需要者の契約水
量に基づき、施設の建設、改築又は再構築のために整備した償却資産の残存価値相当額を基本とする。なお、撤
退負担金の導入及び額の決定にあたっては、地域、すべての需要者及び工業用水道事業の状況等を十分に考慮す
るとともに、当該需要者の理解を得るべく、コミュニケーションを行うこととする。

第4回工水ＷＧ 資料2抜粋
（令和6年12月20日開催)
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各論点と対応策

④工業用水道事業者による実効性のある計画策定

✓ 以下のとおり更新・耐震・アセットマネジメント指針の改訂を行う。

（改訂項目①：今後の水需要の見通し）
① 将来の既存ユーザーの水需要について実使用ベースの需要推計を実施するとともに、供給区域内外における産業立

地の想定を踏まえた新規水需要を含めた、将来の水需要の見込みを示すこと
② 上記を踏まえ、現施設の未利用部分（余剰能力）の考え方について示すこと

（改訂項目②：更新需要見通し）
① 時間計画保全の考え方を簡易型、状態監視保全の考え方を標準型とし、簡易型から標準型への移行を推奨
② 簡易型・標準型ともに、改訂項目①の今後の水需要の見通しを踏まえて適正な施設規模を検討した上での更新需

要の算定を行うこと
③ 簡易型・標準型ともに、強靱化事業の目標値及びスケジュールに関する事項を計画に反映すること

（改訂項目③：財政収支見通し）
 現行の指針における標準型・詳細型を「標準型」とし、一定条件での仮定ではなく物価上昇や金利上昇等の変動要

素を加味した上で、更新需要に対して必要となる投資額について、経営改善に向けた取組としてのコスト削減策及び
収益基盤確保策を検討したうえで、サステナブルな事業運営を行うことを可能とする収支バランスを考慮した計画と
すること

（改訂項目④：計画の見直し）
 10年を目処として、基本計画の実績・進捗及び事業環境変化等を反映させるよう、中長期計画及び次期基本計

画において更新需要見通し及び財政収支見通しの見直しを必要に応じて行うこと

✓ 工業用水道事業者に対して実効性のある計画の策定を促すべく、工業用水道事業費の申請要件として、再来年度以降の
補助事業において、アセットマネジメント指針に基づいた計画の策定を求めることとする。なお、計画策定については一定の
期間を要することを考慮し、具体的な時期等については、今後関係者との調整を図っていく。

✓ また、更新・耐震・アセットマネジメント指針に基づいた計画の該当可否について確認することができるチェックリストを経済産
業省において作成し、公表する。

（注）基本計画とは、中長期計画における将来見通しを踏まえ、より精度の高い10年程度の施設計画及び財政計画を指す。

第4回工水ＷＧ 資料2抜粋
（令和6年12月20日開催)
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各論点と対応策
⑤工業用水道事業者とユーザーのコミュニケーション

✓以下のとおり更新・耐震・アセットマネジメント指針の改訂を行う。

（改訂項目：経営指標や施設評価指標の追加）
• 工業用水道事業者がユーザーに対して事業運営状況について説明する際に参考となる経営指標や施設評価指標を示す。

 老朽化：有形固定資産減価償却率等
 強靱化：施設耐震化率等
 経営：企業債残高対給水収益比率、施設稼働率、料金回収率等

✓各工業用水道事業における経営状況に関する以下の項目について、経済産業省が毎年度公表する。
 給水能力
 基幹管路及び浄水施設における耐震化率
 管路の経年化率
 施設稼働率
 施設最大稼働率
 当年度経常収益
 当年度経常損益
 料金回収率
 料金水準（基本料金・超過料金・使用料金）

✓工業用水道事業者とユーザーの間におけるコミュニケーションに関して、経済産業省が現状把握を行ったうえで、異なる事業規
模等に応じた複数の好事例の選定・公表する。

⑥更新・強靱化に備えた費用の確保

✓資産維持費の導入に至った工業用水道事業者の資産維持率の算定方法について、経済産業省がとりまとめの上、異なる
事業規模等に応じた事例集を作成する。
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各論点及び対応策のタイムライン

12月
2025年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月～

①

②

③

④

⑤

⑥

とりまとめ
＠WG

(12/20)

とりまとめ
＠小委員会

(2/26)

事例作成

好事例の現状把握による
選定・公表

事例集の作成

経営指標等に基づいた
工業用水道事業
の情報開示

料金算定要領の改訂

指針の改訂

指針の改訂

指針の改訂

チェックリスト
の公表

工業用水道事業費における
申請要件等の決定

通知とあわせて
関係者に周知

通知とあわせて
関係者に周知

通知の発出
（工業用水道事業者
及び商工部局等宛）
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更新・耐震・アセットマネジメント指針に基づいた計画チェックリスト

①水需要の見通し（短期10年、長期30～40年程度）

（将来の水需要見込み）
 実使用水量ベース及び契約水量ベースでの推計を行い、既存ユーザーの現在及び将来の水需要及び産
業立地の想定を踏まえた新規水需要を含めた将来の水需要を示しているか

（施設規模の考え方）
 現在の施設規模と将来の水需要の間に乖離がある場合、現施設の未利用部分（余剰能力）の考え方
について示しているか（必要に応じて施設規模の検討を行うものとするが、特に本格的な更新時に施設規
模の検討を行う際には、あわせて契約水量の見直しも検討を行うこと）

②更新需要の見通し（30～40年程度）

（期間・全体）
 更新需要の見通しは30～40年の検討期間となっているか
 更新にかかる考え方について明記されているか（時間計画保全または状態監視保全）

（適正規模・性能向上を踏まえた検討）
 将来の水需要の見通しを踏まえ、適正な施設規模を検討した上での更新需要の算定となっているか
 既存の施設と同性能ではなく、強靱化等の性能向上を踏まえた更新費用の算定となっているか

（強靱化）
 強靱化にかかる目標値（例：耐震化率）の設定及びスケジュールを記載しているか
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更新・耐震・アセットマネジメント指針に基づいた計画チェックリスト

③財政収支の見通し（30～40年程度）

（期間・全体）
 財政収支の見通しは30～40年の検討期間となっているか
 指針に基づいた指標（※）を最低限用いたうえで財政収支見通しを作成しているか
 更新需要で算出した必要投資額を踏まえて、サステナブルな事業運営を可能とする収支バランスの取れた
計画となっているか

（変動要素の加味）
 物価上昇・金利上昇等の変動要素を加味した見通しとなっているか

（コスト削減策・収益基盤確保策の検討）
 経営改善の取組としての、コスト削減策及び収益基盤確保策について記載されているか
 施設規模を見直す際に、契約水量の見直しもあわせて検討を行う場合には、コスト削減策・収益基盤確
保策を踏まえたうえで、財政収支の見通しに反映されているか

④計画の見直し

（計画の見直し）
 10年を目処として、基本計画の実績・進捗及び事業環境変化等を反映させるよう、中長期計画及び次
期基本計画において更新需要見通し及び財政収支見通しの見直しを必要に応じて行っているか

（※）収益的収入、収益的支出、純利益、資本的収入、資本的支出、資金残高、企業債残高を指す 
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各工業用水道事業における経営状況の公表イメージ

（注）施設最大稼働率とは、施設能力に対する一日最大配水量の割合を示したもの。
 経常収益とは、営業収益と営業外収益を足しあわせたもの。経常損益とは、経常収益から経常費用（営業費用＋営業外費用）を差し引いたもの。
 料金回収率とは、給水原価に対する供給単価の割合を示したもの。

（出所）工業用水道事業法に基づく報告及び工業用水道事業者を対象にしたアンケート（2023年12月）を基に作成。
（2023年12月アンケートにおいて施設最大稼働率及び料金回収率の項目設定は行っていないため空白とする。）

• 今後の経営の在り方に関して、工業用水道事業者・ユーザーおよびその他関係者との間でのコミュニ

ケーションを促すため、各工業用水道事業における①給水能力、②耐震化率（基幹管路及び浄水施

設）、③管路の経年化率、④施設稼働率、⑤施設最大稼働率、⑥経常収益、⑦経常損益、⑧料金

回収率、⑨料金水準（基本料金・使用料金・超過料金）の９項目について、毎年度、経済産業省が

公表することとする。

• 単年度の経営状況のみからでは読み取ることが難しい、各工業用水道事業における特有の事情や定性

的な情報等についても、工業用水道事業者が記載可能な備考欄を設ける。

給水能力
（㎥/日）

基幹管路
における
耐震化率
（％）

浄水施設に
おける耐震
化率
（％）

管路の経
年化率

施設
稼働率
（％）

施設最大
稼働率
（％）

経常収益
（千円）

経常損益
（千円）

料金
回収率
（％）

料金水準（円/㎥）

備考
基本
料金

使用
料金

超過
料金

事業Ａ 1,007,100 17.4 61.1 - 25.0 - 144,214 -62,031 - 12.4 ー 24.8 -

事業Ｂ 362,000 47.0 66.7 - 29.1 - 2,805,543 729,086 - 25.1 4.0 87.3 -

事業Ｃ 54.498 68.5 25.0 - 48.5 - 897,139 48,987 - 42.0 3.0 90.0 -



4．継続的に検討を進めるべき論点
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継続的に検討を進めるべき論点

撤退負担金にかかるより詳細な制度設計

実効性のある計画策定に向けた制度設計

① 工業用水道事業費における申請要件
➢ 工業用水道事業者に対して実効性のある計画の策定を促すべく、再来年度以降の補助事業において、アセットマネ

ジメント指針に基づいた計画の策定を求めるにあたり、具体的な時期等を含めた申請要件について決定する必要が
ある。

② 計画策定促進に向けた取組
➢ 工業用水道事業者が実効性のある計画を迅速に策定できるよう、経済産業省としてもノウハウの提供等を行うこと

でサポートすべきではないか。

① 撤退負担金にかかるその他費用の取扱い
➢ 撤退負担金は、工業用水道事業者が投下した資金について料金で回収できなかった償却資産の残存価値を基本

とすると示したものの、その他にも施設整備にかかる費用や、施設規模の適正化を行ったとしても直ちには減らない
/減らすことのできない固定費も存在。こうした撤退負担金に含めるべき範囲及びそれらにかかる算定期間について
検討していく必要がある。

② 撤退負担金の会計上の取扱い
➢ 料金算定要領の中に撤退負担金という項目が新たに位置づけられることに伴い、撤退負担金として徴収した額を会

計上、特別利益として計上するのか、長期前受金として計上するのかが明確にされていないなどの会計上の取扱いに
ついて、撤退負担金の性質を踏まえて整理し、地方公営企業会計の会計処理を検討する必要がある。

デジタル・民間活用（PPP/PFI）等をはじめとした経営改善に向けた取組

➢今後発生が見込まれる大量の老朽化施設・設備について更新時に的確かつ着実に強靱化に対応するため、これに要する多額
の費用の確保が必要であることから、 今後のPPP／PFIの導入可能性やデジタル化の推進等、経営改善に向けた具体的な
方策について継続的に検討し持続可能な形での事業経営をしていく必要がある。
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